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　岐阜県管設備工業協同組合（荒川晶一理事長）と岐阜県管工機材商組合（森嶋靖雄理事長）
は９月2６日、岐阜市の管設備会館で災害時における復旧資材の提供に関する協定を締結し
た。
　地震、水害、その他の災害の発生により被災した水道施設の応急復旧に要する資材につい
て、県管工機材商組合の組合員事業所が保有する「上水道材料・工具類等」を、県管設備組
合及び組合傘下の企業に提供することにより、被害の拡大防止と被災施設等の早期復旧を図
ることを目的としている。
　岐阜県管工機材商組合が県内５か所に設けた資材提供要請受付窓口に要請書を提出すれば
県内の地域組合も供給が受けられることになっている。
　また先行協定例との主な違いは、先行協定が「機材商組合のサービスセンターの構内」と
なっていたのを「機材商組合が管設備組合の会員事業所の構内」まで運搬することとしたこ
と、下請け等の活用による「管設備組合の指定する者による引取り・検収の代行」を盛り込
んだことなどである。
　協定調印式には荒川・森嶋両理事長のほか、両組合関係役員らが出席した。
　荒川理事長は「近い将来予想される東海・東南海地震等が発生した後の、復旧工事等にす
ばやく対応していくためにも、こうした協定は有効であります。復旧工事の発注は市町村等
主導ではありますが、こうした準備を整えることにより、結果的には、住民の方々の重要な
ライフラインである水道を迅速に復旧させて、行政・水道業者などへの信頼を高めることに
つながると考えております。」と挨拶した。
　協定締結期間は１年間で、以降１年ごとに更新していく予定となっている。
　なお、組合ではキャタピラーウエストジャパン㈱と平成24年３月2１日に「災害時におけ
るレンタル機材の提供に関する協定」を締結している（本誌５月号で既報）。

県機材商組合と「災害時における復旧資材の提供に関する協定」を締結

協定調印式での荒川理事長（左）と森嶋・県管工機材商組合理事長
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　岐阜県管設備工業協同組合（以下「甲」という。）と岐阜県管工機材商組合（以下「乙」と
いう。）は、地震、水害その他の天災地変等の災害（以下「災害」という。）の発生により被
災した水道施設の応急復旧に要する資材の供給協力に関して次のとおり協定を締結する。

（目的）
第１条　この協定は、災害の発生により被災した水道施設の応急復旧について、甲が乙の

協力を得て、迅速に実施できるよう必要な事項について定め、もって被害の拡大
防止と被災施設等の早期復旧を図ることを目的とする。

（供給協力の要請）
第２条　甲は、災害の発生により被災した水道施設の応急復旧に、乙の取り扱う資材が必

要であると認めたときは、乙に対して当該資材（以下「資材」という。）の供給
について協力を要請することができる。

２　乙が供給可能な資材の主なものは別紙１のとおりとする。
３　乙は甲の要請に全面的に協力するが、あくまで本協定は乙の供給義務を定めたも
のではない。

（要請の手続）
第３条　甲は、前条の要請を行うときは、資材提供要請書（別紙２）を乙に提出するもの

とする。ただし、緊急を要するときは、電話その他の方法により要請することが
できるものとし、後日速やかに資材提供要請書（別紙２）を乙に提出するものと
する。

（資材の引き渡し、運搬）
第４条　資材の引き渡し場所は、原則として甲の会員事業所の構内とし、甲は直ちに検収

を行うものとする。
２　甲は、前項による引取り・検収を甲の指定する者に代行させることができる。
３　被災地への資材の運搬は、甲又は、甲の指定する者が行うものとする。
４　乙は、資材の運搬に当たり、道路の不通等により提供及び運搬に支障が生じた場
合は、その対策について甲と協議するものとする。

（支払い）
第５条　乙が提供した資材の価格及び運搬の協力を行った場合の経費（以下「代

災害時における復旧資材の提供に関する協定書
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金等」という。）の支払い方法については、甲乙協議のうえその都度決定するも
のとする。

２　甲が支払うべき資材の代金等は、資材の供給及び搬出後、乙の提出する納品書等
に基づき、甲乙協議のうえ、災害時直前における適正価格をもって決定するもの
とする。

（所有権の移転）
第６条　資材の所有権は、代金の完済を持って乙から甲に移転するものとする。ただし、

代金完済前であっても、甲が他社に販売することを妨げない。

（連絡責任者）
第７条　甲及び乙は、情報の伝達を正確に行うため、あらかじめ連絡責任者を定めるもの

とする。

（有効期間）
第８条　この協定の有効期間は、協定締結の日から１年間とする。ただし、期間満了の１

か月前までに甲乙のいずれからも申し出が無い場合は、協定期間を１年間延長す
るものとし、以後についてもこの例によるものとする。

（協議）
第９条　この協定に定めのない事項及びこの協定に疑義が生じたときは、甲乙協議のうえ

決定するものとする。

　この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印のうえ、それぞれ１通
を保有するものとする。

平成24年９月2６日
甲　岐阜県岐阜市祈年町８−７
　　岐阜県管設備工業協同組合
　　理事長　　　荒　川　晶　一　　㊞

乙　岐阜県岐阜市六条南３−14−１　
　　岐阜県管工機材商組合
　　理事長　　　森　嶋　靖　雄　　㊞
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区 分 種 類

上 水 道

鋳鉄管　異形管　仕切弁　ボックス類
ビニールパイプ及び継手類
鋼管及び継手類
配水ポリ及び継手類
給水材料
その他

下 水 道
下水用ビニールパイプ及び継手類
コンクリート製品
その他

機 器

衛生陶器
浴槽
ボイラー　給湯器
給水ポンプ　井戸ポンプ
その他

工 具

ねじ切器
発電機
融着工具
漏水探知機
ハンマードリル
その他　機械及び工具のリース

主たる供給可能な資材
別紙1（第２条関係）
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別紙２（第３条関係）

災害時における資材提供要請書

平成○年○月○日

岐阜県機材商組合
○○　○○　様

岐阜県管設備工業協同組合
理事長　○○　○○　　　

1.災害及び協力を必要とする状況

2.協力を必用とする物資の内容等
品 名 型式・規格 数 量 物資配達先 備 考

※物資配達先欄には、「納入先業者名、納入場所、担当者、携帯電話番号、納入希望日時」
を記入する。


